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議案
13号

知立市子ども医療費支給条例の一部を改
正する条例

議案1号
1月臨時議会

令和6年度知立市一般会計補正予算
(第10号)

通院に係る医療費の支給対象範囲を、15
歳に到達する年度末から18歳に到達する
年度末までに拡大することに伴い、所定の
規定の整備を行うもの

物価高騰対策
エネルギーや食料品価格の高騰による影響
を受けた生活者や事業者を支援するもの

Q具体的な助成方法は。
A入院医療費は償還払いとなっているが、通院医療費は
15歳までの子ども医療証の有効期限を18歳年度末までと
した医療証を交付する。
Q実施スケジュールはどうなっているのか。
A6月上旬から申請書の案内
　9月中旬18歳までの受給者証送付
　10月から使用開始

知立市一般会計補正予算（第11号）知立市一般会計補正予算（第11号）議案
24号

子ども・若者支援地域協議会の設置について

子ども・若者支援地域協議会の設置について、特にひきこもりや進学・
就職に悩む若者への支援が重要だが、どのように具体的な支援を行う
予定か。

Q

子ども・若者支援地域協議会では、専門知識を持つ業者に業務を委託
し、常時2名体制で相談対応を行う予定です。
特に、学校卒業後の進学・就職への不安や、ひきこもりなどの課題に
対しては個別相談を通じて支援策を検討し、必要に応じて関係機関と
連携して対応します。
また、年齢や状況に関係なく相談しやすい体制を整えることで、たら
い回しを防ぎ、困難を抱える若者が適切な支援につながるよう取り組
みます。令和8年度中の開所を目指して準備を進めています。

A

1.民間保育所等給食費軽減対策支援事業(752万円)
　�物価高騰の影響を受ける民間保育所等に対し、安定的
な給食提供を継続するための支援を実施。

2. 省エネ家電製品買替促進事業(1,064万円）
　�市民の負担軽減とCO2削減のため、省エネ家電購入者
に費用の一部を補助。

3. 電子クーポン事業「まんぞく一ぽん」(1億円）
　�市内商業者支援および消費促進のため、市内店舗で利
用可能な割引クーポンを発行。

4. 新入学祝金給付事業(4,082万円）
　�令和7年4月に小中学校へ入学する児童•生徒の家庭に
対し、経済的負担軽減のため3 万円の祝金を支給。

　1月臨時会は1月23日に開
かれ、補正予算を審議しま
した。3月定例会は、2月25
日から3月19日まで開かれ、
一般会計及び特別会計など
合計40件を審議しました。

本会議資料（HP）

1月臨時会 3月定例会
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県から示された標準保険料率を参考に令和
7年度分からの保険税を平均6.6％値上げ
するもの。

市長報酬を令和7年4月1日から令和8年3月
31日まで月額20％減額する条例改正

議案
8号

知立市特別職の職員で常勤のものの給与に関する
条例の特例を定める条例の一部を改正する条例

議案
12号

知立市国民健康保険税条例の一部を改正する
条例

議案
番号 議 案 等

篤心会 池鯉鮒クラブ 共産党 公明党 民友 正 無
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議案
第1号

令和6年度知立市一般会計補正予算
（第10号） 〇 〇 〇 〇

議
長
の
た
め
採
決
不
参
加

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案
第2号

第3期知立市子ども・子育て支援事業
計画の策定について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案
第5号

知立市職員の給与に関する条例等の一
部を改正する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案
第8号

知立市特別職の職員で常勤のものの給
与に関する条例の特例を定める条例の
一部を改正する条例

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × 〇 〇 〇 〇 〇 × 可決

議案
第12号

知立市国民健康保険税条例の一部を
改正する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案
第13号

知立市子ども医療費支給条例の一部
を改正する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案
第31号 令和7年度知立市一般会計予算 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案
第32号

令和7年度知立市国民健康保険特別
会計予算 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案
第34号

令和7年度知立市介護保険特別会計
予算 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

議案
第35号

令和7年度知立市後期高齢者医療特
別会計予算 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

賛否議員の

全ての採決の
様子はこちら

※塗りつぶされている枠は討論を行った議員

※共産党＝日本共産党知立市議団、民友＝民友クラブ、正＝正和会、無＝無会派

市議会での議案や予算案に対する各議員の賛否状況を
まとめた一覧です。（一部抜粋）

Qなぜ減額するのか、1 年後はどうするのか、副市長、
教育長は減額しないのか。
A 選挙で公約したので、政策実現への決意を示すもの
で、1年後は政策の進捗状況や、市民の声を聞いて判断
する。あくまで私（市長の）個人的判断なので副市長等に
は影響させない。
Q条例提案にあたって報酬審議会にはかけたのか。条例
改正を行わず、市長が報酬の20％返上を行ったらどうな
るのか。
A報酬審議会にはかけてない。条例改正なしに20％返上
したら寄付行為にあたり、選挙違反になる。
反対討論   選挙公約とはいえ、単なる人気取り。報酬にふ
さわしい仕事で市民の期待に応えるべき。

Q所得100万円、夫婦二人世帯の保険料はどのようにな
るか。
A所得100万円だと5割軽減対象で変更前13万6,200 円
から14万5,000 円となり、8,800円の引上げとなる。

1月臨時会 3月定例会
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